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What makes the stagnation of the Japanese economy persistent so long? How have so many people been moving into the Tokyo 
metropolitan area from around the country? I have studied these problems for years from a viewpoint of de-industrialization and 
shift to a service economy, which rapidly progressed in Japan in the 1990s. I put together the results of this research.
The de-industrialization and shift to a service economy in Japan has slowed down the country’s formation of physical capital and 
reduced employee income, while the hollowing-out of industries has caused many regions to lose a huge number of employees in 
non-basic sectors such as retail sales and personal services as well. It has also weakened the interregional linkages in the Japanese 
economy, which decreases the demand for goods and services made in peripheral regions with most of the demand from the Tokyo 
metropolitan area heading towards itself. As a result, the Japanese economy remains stagnant, and the Tokyo metropolitan area 
keeps growing in contrast to the rest of the country.
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Ⅰ．はじめに

日本経済は30年間停滞している。この状況下，各
地域から首都圏への人口移動も続いている。この長
期的事象はどのような構造で生じているだろうか。
この問題に対して筆者は日本の産業構造とその変化
の観点からの分析に取り組んできた。本稿はこれら
の研究成果を新しい資料に基づく分析で補完しつつ
これまでの考察を整理し総合する。

1990年代以降の日本経済の停滞に関しては，多く
の研究者によって多角的に分析されてきた。近年出
版された深尾（2020，第 5 章および終章）ではそれ
らの成果も踏まえて，この長期停滞の特徴は供給側
の労働生産性上昇の低迷と需要側の総需要の低迷に
あり，これらの要因は人的資本が蓄積し難い非正規
雇用の拡大，中小企業の全要素生産性（TFP）お
よび資本装備率の低さ，「謎が多い」（前掲，244頁）
資本蓄積の低迷にあると述べている。また小川

（2020）は，日本経済の長期停滞の主な要因は設備
投資の低迷と消費の低迷であり，根源的には雇用と
老後に対する家計の不安が家計消費の低迷とひいて
は企業による悲観的な見通しを通じた設備投資の低
迷につながっていると論じている。

豊富かつ詳細なデータに基づく以上の分析は説得
力がある。本稿はこれらの議論に注目し参考にしつ
つ，吉川・安藤（2019, 図 2 - 1 ～ 2 - 4 , 図 3 - 1 ～
3 - 4 ）でも示される，特に1990年代後半における
日本の脱工業化・サービス経済化と経済成長率の低
下の関係に着目する 1 ）。この間の日本では全国各地
で工場の縮小や閉鎖が相次いだ。そして首都圏を除
く地域の大半では製造業に替わる基盤産業を確保す
ることは困難であった。そのため，人口稠密で第 3
次産業に有利な首都圏および札幌，仙台，福岡をは
じめとする各地域経済の中心都市への人口移動と日
本経済のサービス化が加速した。このことは，一方
では人口が流出した地域において，人々の生活に関
連する非基盤産業への需要減を通じた乗数効果的な
負の影響をもたらし，非基盤産業の生産性の低下と
雇用の減少をもたらした可能性がある。また他方で
は，平均的に見てサービス業の生産性は製造業の生
産性より低いため，全国的なサービス経済化の加速
は日本経済全体の生産性を低下させた可能性が考え
られる。これらはいずれも日本経済の成長率を低下
させうる。

脱工業化・サービス経済化がもたらしたと推論さ

れうる影響は，上記にとどまらない。サービス業の
多くは製造業と比べて労働集約的であり，脱工業
化・サービス経済化は設備投資を減少させた可能性
がある。また，従来研究・開発投資が活発に行われ
た産業は製造業であったことに照らすと，この経路
から全要素生産性を低下させた可能性も考えられる。

地域経済への影響に関しては，工業品は輸送可能
であるのに対して多くのサービスは輸送困難である
ため，脱工業化・サービス経済化は地域経済間の連
関を弱めうる。このことは，大消費地での需要が各
地域に生産波及する構造を変化させ波及効果を縮小
させうる。これは地方経済に対して更なる負の影響
をもたらすとともに，大都市圏経済とそれ以外の地
域経済の間の格差を維持・拡大させる要因になりう
る。

一方，同時期には，製造業を含めて多くの産業の
生産過程で，労働者派遣，請負，業務委託の利用拡
大というかたちでのサービス化も進行した。このこ
とは，それらの利用を拡大した各産業において産出
額に対する中間投入の割合を高める半面，雇用者所
得の割合を低下させる。そして，各産業において労
働者派遣，請負，業務委託に代替された雇用者の所
得合計が労働者派遣，請負，業務委託の産業に従事
する雇用者の所得合計を上回る場合，それらの利用
の拡大につれて家計所得は減少して家計消費を減少
させうる。

筆者は以上のようにして，日本経済を産業×地域
にブレークダウンした構図の上で，特に1990年代の
日本における急速な脱工業化・サービス経済化が日
本経済と地域経済に与えた影響に関する検証課題を
設定した。これらを実証的に分析した結果を本稿で
整理し総合する。

本稿の構成は次のとおりである。第Ⅱ節では，
1990年代の日本で進んだ脱工業化・サービス経済化
が，日本のGDP，資本形成，雇用者所得に及ぼし
た影響について分析した結果をまとめる。第Ⅲ節で
は，同じく脱工業化・サービス経済化が，日本の各
地域・圏域の就業者数の増減や地域経済間の連関に
与えた影響について分析した結果をまとめる。第Ⅳ
節では，全体をまとめるとともに，分析に関連した
政策提言について言及する。
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Ⅱ�．1990年代の日本における脱工業化・サー
ビス経済化による日本経済への影響

1 �．産業構造変化と経済成長の関係に関する理論
および先行する実証研究
Kaldor（1967）は，特に各国の経済成長速度が速

い時期に製造業の生産性向上を背景とした製造業の
成長とマクロの経済成長は関連性が高いとして，経
済成長の法則（Kaldor's growth laws）を掲げた 2 ）。
Kuznets（1966）は，経済が成長するにつれてサー
ビスの割合が高まり農業は縮小し工業はいったん成
長するが後に縮小すると総括した（Kuznets facts）。
Baumol（1967）は，労働生産性の上昇が困難とみ
られるサービス業は，相対価格の上昇を通じて経済
の中で次第に名目シェアと雇用比率を高めると主張
し，このことが経済成長率を低下させると述べた

（ボーモルの病）。
こうした産業構造変化とマクロの経済成長の関係

に関する議論はその後注目を集めなかったが，
Echevarria（1997）が改めてこの問題を提起した 3 ）。
ボーモルの病に関してはOulton（2001）が，サービ
スが生産性を向上させる中間投入として使われるこ
とで経済成長率をむしろ上昇させる可能性があると
反論し，Baumol（2007）もこの主張を認めた。し
か し，Sasaki（2020） はBaumol（1967） とOulton

（2001）の設定を包摂したモデルを用いて，サービ
ス経済化は最終的には経済成長率を低下させうると
結論付けている。もっとも，企業が情報・通信や専
門・科学技術,管理・業務支援などの中間サービス
を活用して生産性を向上させる可能性だけでなく，
家計が教育や健康・福祉の最終サービスを利用する
ことによって労働者としての質を向上させる可能性
もありうる。

実証的には，Hartwig（2008）は概ね1960～2004
年のOECD19か国の医療費データを用いた分析に基
づき医療従事者の生産性上昇率を超える賃金上昇に
よってボーモルの病が発生していると結論付ける。
またNordhaus（2008）は，アメリカの産業別デー
タ（1948年～2001年）を基にサービス経済化による
経済成長への影響について分析し，生産性の停滞し
た産業の割合が高まったことによりデータ対象期間
の20世紀後半にマクロ（集計）の生産性成長率は年
率で0.5％ポイントを若干上回る程度低下したと結
論付けている。近年のTeimouri and Zietz（2020）
は，1990～2014年のOECD20か国のパネルデータ分

析に基づいて，脱工業化が 1 人当たりGDP成長率
を低下させたと結論付けている。これは，サービス
産業の中にも生産性が高い産業はあるもののその割
合は小さいため，製造業からの転職者を吸収しきれ
ないためであるとする。

2 �．労働時間でみた産業構成比の変化によるGDP
への影響
前項で見たとおり，脱工業化・サービス経済化が

経済成長率に負の影響を与えることを支持する実証
研究は少なくない。その主な要因は，生産性の水準
や上昇率のより高い製造業からより低いサービス業
へと労働が移行したことによる。Teimouri and Zietz

（2020）は日本のデータも含めた分析であり，日本
でも1990年代以降に同様な影響を及ぼした可能性が
ある。本項はこのことに関する分析に取り組む。

まず表 1 では，EU KLEMS（2021 release，デー
タ期間は1995年～2018年）のデータを基にOECDの
GDP上位 5 か国における産業別の労働生産性と労
働時間を掲載している。なお，通貨単位が異なる各
国間の比較のため，表 1 では各国の各産業の労働生
産性（ここでは労働 1 時間当たりの名目付加価値）
を全産業合計の労働生産性（すなわち労働 1 時間当
たりの名目GDP）で割った比（以下，「各産業の労
働生産性」と呼ぶ）を用いている。また，労働時間
は，各国共通のデータ開始年・終了年である1997年
と2018年の各産業の労働時間とその増加率（2018年
値/1997年値）を掲載している。

表 1 によると，各産業の労働生産性は各国間で似
通っている。また，各国と比べて，アメリカでは鉱
業・採石や情報・通信の労働生産性が相対的に高く，
日本では各国と比べて就業者数が少なく社会的地位
も高いとされる公務・防衛,社会保障や教育の労働
生産性が各国より顕著に高いなど，各国の特徴も妥
当に反映されている。

さて，卸小売,乗用車・二輪修繕や典型的な従来
型サービス業である宿泊・飲食，教育，健康・福祉，
教養・娯楽の労働生産性は，日本を含む各国におい
ておしなべて低い。このうち健康・福祉の労働時間
は，1997年から2018年にかけて，米独英仏の各国産
業の中でそれぞれ 2 番目（1.55倍），3 番目（1.47倍），
4 番目（1.52倍）， 7 番目（1.25倍）に増えており，
2018年の各国経済全体に占める割合は11.8%，12.8%，
11.2%，12.7%へと高まっている。一方，労働生産性
が比較的高い産業のうち，製造業の労働時間はそれ
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ぞれ0.73倍，0.96倍，0.63倍，0.72倍と減少しており，
2018年の経済全体に占める割合は9.5%，18.0%，8.9%，
9.5%に低下している。情報・通信の労働時間は，
2018年の経済全体のそれぞれ3.3%，3.2%，4.7%，3.4%
と高くないものの，労働時間数は1.2倍，1.41倍，1.49
倍，1.48倍と大きく増加している。

日本では，健康・福祉の労働時間は同 1 番目（1.96
倍）と際立っており，日本経済全体に占める割合は
1997年の5.6%から2018年の11.9%へと2.1倍になって
いる。一方，製造業の労働時間は0.76倍になり，同
割合は22.7%から17.4%へと0.76倍になっている。情
報・通信の労働時間は1.29倍と増え，2018年の同割
合は米独仏と遜色ない3.1%へと上昇している。

以上で見たとおり，日本を含む各国の労働時間
は，特徴的な産業のうち労働生産性が比較的高い製
造業で減少し労働生産性が低い健康・福祉で拡大し
ている一方で，製造業よりも労働生産性の高い情
報・通信では増加している。このように労働時間で
みた産業構成比の変化による経済成長への影響は混
然としている。他方，労働時間の全産業合計（以下，
総労働時間）は，1997年から2018年にかけて，米独
英仏ではそれぞれ1.14倍，1.09倍，1.19倍，1.11倍に
なっているのに対して，日本のみが0.93倍と約 7 %
も減少している。そこで，1997年の各国における各

産業の労働生産性が2018年と同じであったと仮定し
た場合のGDPに対する2018年のGDPの比を，次式
のようにして労働時間の産業構成比の変化に伴う部
分と総労働時間の変化に伴う部分に切り分けて試算
する。

　　 2018年のGDP
1997年の各産業の労働生産性が

2018年と同じであったと仮定した場合のGDP

　　＝
Ói 

hi
2018

hT
2018

×V   i2018

hi
2018

Ói 
hi

1997

hT
1997

×V   i2018

hi
2018

× hT
2018

hT
1997

なおここで，i∈｛農林水産，鉱業・採石，…，分
類不明等｝として例えば hi

2018 は2018年の産業 i の労
働時間，V    i2018 は2018年の産業 i の付加価値を表し，
hT

2018 は2018年の総労働時間を表す。
この試算結果は表 2 に整理している。これによる

と，日本の場合，労働時間でみた産業構成比はGDP
を増やす方向に変化している。すなわちこの試算結
果からは，全体としては，労働生産性のより高い産
業からより低い産業へと労働が移行したことによっ
て経済成長が負の影響を受けたとは言えない。

表 1 　労働生産性（各産業の労働生産性/全産業合計の労働生産性，2018年）と労働時間（2018年/1997年）

〔データ出所〕 Euklems & INTANProd database, 2021 release（https://euklems-intanprod-llee.luiss.it/download/）を用いて作成。
なお，労働時間は千時間単位。

表 2 　労働時間でみた産業構成比の変化によるGDPへの影響
アメリカ 日本 ドイツ イギリス フランス

労働時間の産業構成比の変化① 0.99 1.02 0.98 1.02 0.99
総労働時間の変化② 1.14 0.93 1.09 1.19 1.11
①×② 1.13 0.95 1.07 1.22 1.11

〔データ出所〕前掲のEuklems & INTANProd database, 2021 releaseを用いて作成。
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3 �．日本の脱工業化・サービス経済化による資本
形成への影響
近年の深尾（2020）と小川（2020）はともに，設

備投資と家計消費の長期低迷を日本の長期停滞の特
徴として挙げている。本項ではこれらのうち設備投
資を含む資本形成に関して，日本の脱工業化・サー
ビス経済化が与えた影響の観点から分析する。

最初に，住宅，住宅以外の建物,構築物，機械・
設備（車両を含む），知的財産（主に研究・開発，
コンピュータソフトウェア）などからなる総固定資
本形成の推移を，前項でも利用したEU KLEMSの
日米独英仏 5 か国のデータで確認する。図 1 では，

各国の名目総固定資本形成の名目GDP比の推移と，
日本の産業別の名目総固定資本形成の推移を示して
いる。図 1 によると，日本の名目総固定資本形成の
名目GDP比は1995年ごろから2010年ごろにかけて
急激に低下した。この主な要因は，下の図が示すと
おり，不動産業と公務による総固定資本形成の大幅
な落ち込みに加えて，電力・ガスや水道業，運輸・
倉庫業などでも大きく減少したことによる。それ以
降はやや回復傾向にあるものの，1990年代のように
各国と比べて高い水準にはなく，欧米並みに落ち着
いている。

EU KLEMSの上記統計の開始年は1995年である

〔データ出所〕前掲のEuklems & INTANProd database, 2021 releaseを用いて作成。

図 1 　名目総固定資本形成の名目GDP比と日本の産業別の名目総固定資本形成

日本の産業別の名目純資本ストック

名目総固定資本形成の名目GDP比

日本の産業別の名目総固定資本形成
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ため内閣府の固定資本マトリックス（2015年基準・
2008SNA，データ期間は1980年～1993年）を参照
すると，日本の名目総固定資本形成の減少は1993年
ごろから始まっている。当時大きく落ち込んだ資本
は機械・設備と，住宅以外の建物（工場，事務所な
ど）であり，落ち込んだ産業は製造，不動産，卸売・
小売などであった。同統計によると，1980年から
1991年まで名目総固定資本形成は一貫して増加して
おり，いわゆるバブル経済の直前期にあたる1980年
から1985年にも機械・設備と，住宅以外の建物は増
加していた。産業別で見ても，1980年から1985年に
かけて，農林水産，鉱，建設，卸売・小売，教育以
外の産業では増加していた。また，製造業は全体の
増加額のうち約 6 割を占めていた。

1990年代半ばからの投資の落ち込みに関しては，
近藤（2017）が経済産業研究所のJIP 2014データ
ベースの産業連関表（実質）および実質投資マト
リックスを用いた産業連関分析をおこなっている4 ）。
これによると，1990年から2010年にかけての期間に，
次のふたつの経路で投資額の落ち込みが生じてい
る。第一に，経済における中間投入の構造が，製造
業が供給する投資財（機械・設備など）や建設業が
供給する投資財（建物など）への需要を減少させる
方向に変化した。半面，中間投入の構造変化は情報
通信業が供給する投資財（ソフトウェアなど）への
投資額は増やした。しかしこれは前 2 者の減少を補
うほどではなかった。この期間に製造業が供給する
投資財への需要を大きく減少させたのは製造業，電

力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理業，政府・非
営利の順であった。建設業が供給する投資財へは，
不動産，製造業，対個人サービスをはじめとする大
半が減少させ，増加させたのは医療・保険，教育・
研究，その他の公共サービスだけであった。その一
方で，情報通信業へは製造業，金融・保険，政府・
非営利をはじめとする大半が増加させた。第二に，
各産業で産出額に対する投資額の割合が低下した。
以上は，日本経済における生産構造が，資本量を減
らして調整すると同時に，利用する資本の重心を機
械・設備や建物からソフトウェアや後述する研究・
開発の知的財産の方向へと移す「投資のサービス
化」に転じたことも示唆する。

上記の変化に関して，近藤（2013）は総務省の接
続産業連関表（実質）を用いた分析もおこなってお
り，この結果の一部を図 2 に示す。図 2 の中の左側
の棒グラフは1995年から2000年にかけての各産業の
生産額（実質産出額）の増減を示す。棒グラフの内
訳は生産額が増減した要因として民間消費，民間投
資，政府消費，政府投資，在庫純増，純輸出の諸最
終需要あるいは中間投入の各変化がそれぞれ作用し
た金額を示している。

図 2 によると，この期間に生産額が大きく増加し
た産業は情報通信，対事業所サービス，医療,保健,
社会保障,介護であった。次いで，電力・ガス・熱
供給，電子部品，公務，金融・保険，対個人サービ
ス，情報・通信機器，教育・研究などとなっている。
一方，建設，繊維製品，金属製品，その他の製造工

図 2 　産業構造変化の要因分解と雇用者数変化の要因分解（1995年～2000年）

〔出所〕近藤（2013）
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業製品，商業など全体の 3 分の 1 の産業の生産額は
減少している。

ここで注目されるのは，次の 4 点である。第一に，
情報通信（ソフトウェア，情報処理・提供，インター
ネット付随サービスを含む）と対事業所サービス

（職業紹介,労働者派遣を含む）の生産額が大きく増
加した主な要因は，これらの産業への中間需要が大
幅に増加したことによる。先述した機械・設備や建
物の投資を減少させる方向に変化した中間投入の構
造変化は，情報通信や対事業所サービスを中間投入
としてより多用する特徴を伴っている。第二に，医
療,保健,社会保障,介護と公務の生産額を大きく増や
したのは，これらへの政府消費の増加による。製造
業の中で 3 番目に生産額を増やした化学製品（医薬
品を含む）も政府消費の増加による。それに対して
政府投資は，情報・通信機器，電子部品，精密機械，
情報通信の生産額の増加に貢献したものの，建設を
はじめとする残る産業の生産額を減少させた。第三
に，情報通信，不動産，対個人サービス，対事業所
サービス，電力・ガス・熱供給の順で民間消費の増
加による増産効果があった一方で，商業，繊維製品，
輸送機械などに対して民間消費は負の影響をもたら
した。民間投資は，JIP 2014データベースを用いた
分析結果でも示されたとおり，建設の生産額を大幅
に減少させた一方で情報通信の生産額を増加させ
た。第四に，輸送機械，電気機械や一般機械は，純

輸出の増加によってかろうじて生産額の増加を確保
した。以上のとおり，中間投入の構造変化のみなら
ず，民間と政府の両方で消費と投資がモノからサー
ビスへと移行した需要構造の変化も，機械・設備や
建物の投資を減少させる方向に作用したと考えられ
る。

以上を踏まえて，1990年代後半以降の日本におい
て各産業がどのような種類の資本を増減させたかに
関して，内閣府の固定資本マトリックス（2011年基
準・2008SNA，データ期間は1994年～2018年）を
基にした図 3 で確認する。図 3 からは，次の 3 点が
注目される。第一に，1995年から2005年にかけて固
定資本（名目固定資産）を増やしているのは公務，
電気・ガス・水道・廃棄物処理，不動産，製造，運
輸・郵便，情報通信の順である。この期間に付加価
値と雇用者数を大きく増やした保健衛生・社会事業
では，固定資本は微増にとどまっている。第二に，
この期間に物的な生産関連資本を増やしているのは
公務，電気・ガス・水道・廃棄物処理，運輸・郵便，
情報通信にほぼ限られ，それらの資本の内容は構築
物であることから，道路，鉄道，電気通信設備など
を含む公共的なインフラ投資が中心であると推測さ
れる。一方，工場や事務所が含まれる住宅以外の建
物を増やしたのは専門・科学技術，業務支援サービ
ス業と保健衛生・社会事業のみであるが，それらの
合計増加額は製造業における減少額に及ばない。ま

図 3 　固定資本（名目固定資産）の増減（1995年～2005年）

〔データ出所〕 内閣府「2018年度国民経済計算（2011年基準・2008SNA）ストック編　Ⅲ. 付表 4 ．固定資本ストックマトリックス　
名目」を用いて作成。
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た，このふたつの産業では機械・設備も増えている
ものの，それらの合計増加額はやはり製造業におけ
る減少額に及ばない。第三に，不動産業で増えた固
定資本の大半は住宅であり，住宅以外の建物は大幅
なマイナスになっている。また，製造業で増えた固
定資本の大半は研究・開発であり，前述のとおり住
宅以外の建物と機械・設備は大きなマイナスになっ
ている。

本項の以上によると，1990年代に日本経済の生産
構造・需要構造には次の変化が生じた。第一に，
1990年代半ばごろから，民間・政府の消費と投資が
モノからサービスへと「ゼロ・サム」的に移行し始
めた。消費は工業品から情報通信や医療,介護のサー
ビスへ移行した。投資は機械・設備や工場・事務所
の建設からソフトウェアや研究・開発へ移行した。
第二に，中間投入の構造も，情報通信や対事業所の
サービスを中間投入としてより多用する方向に変化
した。第三に，中間需要や最終需要が増えた専門・
科学技術,業務支援サービス業と保健衛生・社会事
業の機械・設備および建物の資本は増加したもの
の，それらの合計増加額は製造業における同資本の
減少額には及ばない。生産関連の物的資本形成は，
公共的なインフラが中心になった。

こうして，1980年代までは製造業も含めた大半の
産業が成長する中での相対的なサービス経済化が進
行していたのに対して，1990年代からは脱工業化・
サービス経済化が本格化し始めた。1990年代の日本
経済に生じたこの転換によって，機械・設備，工場，
事務所などの物的な生産関連資本に投資する必要性
が自己循環的に低下したと言える。

4 �．対事業所サービスへの中間需要の拡大による
雇用者所得への影響
深尾（2020）と小川（2020）はともに，非正規雇

用の拡大による人的資本蓄積や家計消費への影響に
ついて指摘する。本項では非正規雇用の拡大に関連
して，脱工業化・サービス経済化の観点からの分析
に取り組む。

前項までで見たとおり，特に1990年代半ば以降の
日本では，労働者派遣，請負，業務委託の利用拡大
というかたちでのサービス経済化も進行した。この
ことは，国民経済計算では対事業所サービスに対す
る中間需要の拡大に表れる。この変化によって，対
事業所サービスでは雇用者数と雇用者所得が増加す
る一方で，各産業では労働者派遣，請負，業務委託

に代替された分だけの雇用者数と雇用者所得が減少
する。対事業所サービスで増加した雇用者所得が各
産業で減少した雇用者所得の合計を下回る場合，集
計した雇用者所得は減少してマクロの家計消費を減
少させうる。このことに関する近藤（2013）の分析
結果を以下に整理する。

まず，前項で掲げた図 2 を参照する。図中の右側
の棒グラフは1995年から2000年にかけての各産業の
雇用者数の増減を示し，棒グラフの内訳は雇用者数
が増減した要因として当該産業の生産額（産出額）
の変化あるいは雇用係数（生産額に対する雇用者数
の比）の変化がそれぞれ作用した人数を示してい
る。これによると，32産業のうち24産業で雇用者数
を減らしている中，対事業所サービスは医療・保
健・社会保障・介護と並んで雇用者数を100万人以
上も増やしている。これには，先述した各産業によ
る中間需要の増加を背景とした生産額の増加が大き
く作用している。

次に，表 3 を参照する。表 3 では，既出の総務省
の接続産業連関表（名目，実質）を用いた産業連関
分析によって，各産業の雇用者所得が増減した要因
を生産額の増減によるものと雇用者所得率（生産額
に対する雇用者所得の比）の変化によるものに分解
している。また雇用者所得率の変化はさらに，財価
格，中間投入，家計外消費支出，営業余剰，資本減
耗引当，間接税，経常補助金のそれぞれの要因によ
るものに分解している。

表 3 によると，まずは次の 2 点が注目される。第
一に，33産業のうち20産業で雇用者所得を減らして
いるものの，雇用者所得の全産業合計は増加してい
る。これは医療・保健・社会保障・介護，情報通信，
対事業所サービス，教育・研究，対個人サービスな
どの雇用者所得の増加による。第二に，生産額が増
加しているにもかかわらず雇用者所得が減少した産
業が，公務，金融・保険，運輸，電力・ガス・熱供
給業の公益サービス部門をはじめとして10産業あ
る。これは雇用者所得率が低下したためである。

以上のうち，雇用者所得率の低下による雇用者所
得への影響が特に注目される。近藤（2013）では，
1995年～2000年の上記分析を1985年～1990年，1990
年～1995年，2000年～2005年でもおこなっている。
これによると，雇用者所得率は1995年～2000年に初
めて雇用者所得の全産業合計に対する減少要因にな
り，これによる雇用者所得の減少幅は2000年～2005
年にはさらに拡大して，雇用者所得の全産業合計を
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初めて減少に転じさせている。雇用者所得率がマイ
ナスになった産業は，1995年～2000年の19産業から
2000年～2005年には28産業へと拡大した。また，
2000年～2005年に生産額が増加しているにもかかわ
らず雇用者所得が減少した産業は，商業，金融・保
険，公務，情報通信，運輸など10産業であり，公益
サービス部門に加えて商業でも雇用者所得率の低下
による大きな影響が見られた。

それでは，雇用者所得率の低下はどのような要因
によるであろうか。表 3 によると，全体としては財
価格（財・サービス価格），中間投入，間接税が主
要なマイナス要因になっているのに対して営業余剰
はプラス要因になっている。2000年～2005年におい
ても，財価格および中間投入のマイナス要因と営業
余剰のプラス要因は変わらない。すなわち，全般的
な財価格の低下と，前項で見た情報通信や対事業所
サービスを中間投入としてより多用する特徴を伴う
中間投入の構造変化が，雇用者所得率を低下させ，
ひいては雇用者所得を減少させた。この傾向が2000
年代に拡大し強まったことが，2000年代の雇用者所

得の全産業合計を減少へと転じさせた。
ただし，財価格と雇用者所得の関係に関しては，

森嶋（1956，第 2 章）が述べるように相互依存的で
あり，どちらがどちらに影響を与えたかについて産
業連関分析では特定できない。一方，1990年代後半
以降に中間需要が拡大し雇用者数も急拡大させた対
事業所サービスが多くの産業の雇用者所得率を低下
させ，マクロの雇用者所得を減少させたことは，以
上の分析結果に照らして蓋然性が高いと言えよう。

Ⅲ�．1990年代の日本における脱工業化・サー
ビス経済化による地域経済への影響

1 �．産業構造およびその変化と地域経済の関係に
関する理論
経済地理学の分野では，19世紀のチューネン

（Thünen, J. H. von）の農業立地論や20世紀初頭の
ウェーバー（Weber, A.）の工業立地論など，地域
の産業に着目した研究が古くからおこなわれてき
た。地域経済の成長・発展に関しては，1920年代末

表 3 　雇用者所得の要因分解と雇用者所得率の要因分解（1995年～2000年）

〔出所〕近藤（2013）
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にニューヨークの地域計画に関与したロバート・ヘ
イグ（Haig, R. M.）らによる基盤産業の概念や，各
産業の非均斉的な成長を前提とする経済発展戦略を
主導したHirschman（1958）らが唱えた後方連関・
前方連関の概念は，現在も実務と研究の両方で応用
されている。

基盤産業は，地域外からの需要にも供する移輸出
産業である。基盤産業が地域内で発展または衰退し
その雇用者数が増減することにより，人々の生活に
関連した非基盤産業の需要ひいては雇用も増減する。
こうして基盤産業は地域経済に正・負の乗数的な効
果を持つため，基盤産業を維持・発展させる地域経
済政策が重要とされる。後方連関・前方連関は，あ
る生産のサプライチェーンの上流・下流に位置する
産業間の取引関係とその強弱を言う。Hirschman

（1958）は，経済発展を導くには各産業を平等に成
長させようとするより，核となる産業を選定し育成
することによって連関のある他産業の成長をも促す
ほうが効率的であると説く。これらの概念は，藤田
やクルーグマン（Krugman, P.）が収穫逓増の概念
を付加して発展させた空間経済学（Fujita et al.

（1999））やMoretti（2010）による地域雇用乗数分
析のようなアカデミックな経済研究にも導入されて
いる。

一方，労働力の地域間移動に関しては，競争均衡
を前提とした新古典派経済学のモデルが基本的であ
る。これによると，地域間に賃金格差が存在する場
合はより高い賃金を求めて労働力の移動が生じ，そ
れによって各地域の労働需給は調整されていき，最
終的に格差は解消されて移動のない均衡状態に至
る。しかし現実には，一部地域への人口集中が進ん
でも賃金格差は縮小するどころかむしろ拡大してい
る現象も見られる。これに関してKaldor（1970）は，
ある地域への集中は規模の経済や集積の経済を高め
るため，新たな賃金格差を生み出して更なる集中を
促すフィードバック効果があると述べる。

実際，1990年代半ば以降の日本では全国各地から
首都圏への人口流入が止まらない。これに関して藤
田他（2018）は，第 3 次産業化は第 3 次産業におけ
る規模の経済が働く大都市への人口集中を促すこと
に加えて，運輸・通信の発達に伴う輸送費の大幅な
低減と第 3 次産業の中でも特に「情報・知識創造活
動」の重要性の高まりによって，日本では東京一極
集中型の国土システムが形成されていったと述べる。

一方，McCann（2016）によると，日本と同様に

中央集権的な国家システムを持つイギリスでも1990
年代からロンドンへの経済集中と地域間の経済格差
がかつてないほど高まっているという。この要因に
ついてMcCann（2016, ch.5）は，1990年代の国際化
の進展によって国際的な金融センターとしてのロン
ドンに世界中から質の高い人的資本が流入しこの基
盤産業が非基盤産業をも拡大させたと述べる。そし
てデータ分析に基づき，ロンドンと国内他地域との
間の連関（移輸出の連関，金融・財政の連関，人的
資本の連関，知識・技術の連関）は，ロンドンに隣
接するイングランド南部・東部地域以外では30年来
弱い関係になっており，ロンドンから国内他地域へ
はいわゆるトリクルダウンも生じていないと述べて
いる。

2 �．全国203圏域の産業構造の分類と各地域の人
口・就業者数の増減に関する分析
本項では，最初に日本各地の産業構造と人口・労

働力の増減状況について把握するため，近藤（2020c）
の分析結果を整理する。近藤（2020c）では，総務
省統計局の就業構造基本調査（主要地域編）の県内
経済圏別集計における産業別有業者数（割合）の
データを用いて，階層的クラスター分析をおこなっ
ている。これにより，全国203圏域を2012年時点で
有業者の産業構成比が類似した 8 つの地域群に先入
観なく分類している。そして，これらの地理的分布
を日本地図上に表したうえで，地域分類毎の地理的
特性，人口の増減率，純転入の状況，産業別有業者
数の増減率などについて総括している。

図 4 では，その 8 つの地域群の分類とそれらの地
理的分布を掲載している。ただし，近藤（2020c）
では，階層的クラスター分析において標準的なユー
クリッド距離とWard法の組合せ以外に頑健性の確
認のためそれらと代替的ないくつかの方法を試行し
たが，図 4 では参考までにそのうちマンハッタン距
離とWard法の組合せを用いた分析結果を示してい
る。なお，両組合せの結果が異なる圏域には，図 4
の分類表の中で圏域名の隣りにカッコ書きでユーク
リッド距離の場合の地域分類を付与している。これ
からもわかるとおり分類結果は88.2%一致しており，
以下の地域分類毎の説明では近藤（2020c）におけ
るユークリッド距離とWard法の組合せによる結果
を基にして述べる。

さて，地域分類の要点は次のとおりである。第一
に，地域 8 は首都圏と阪神地域であり，特に情報通
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図 4 　各圏域の有業者の産業構成比を基にした地域分類（2012年）

〔データ出所〕 総務省統計局「就業構造基本調査（主要地域編）」を用いて作成。〔備考〕下線を付した圏域は県庁所在地を含んでいる。

【凡例】各地域分類に特徴的な産業
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信を特徴産業とする。地域 8 の周囲には地域 7 の一
部が位置し，地域 7 は不動産,物品賃貸，卸売，学
術研究,専門・技術サービス（広告業，建築設計業，
公認会計士・税理士事務所，法律・特許事務所，経
営コンサルタントなど）を特徴産業として産業構成
も地域 8 と近く，一体的に大都市圏を構成している
と確認できる。第二に，地域 6 は製造業を特徴とし
て北関東から甲信，東海，北陸，瀬戸内海沿岸に分
布する。地域 6 には，地域 7 のうち金沢，静岡，名
古屋，大津，広島などの製造業を背景とした都市が
隣接する。第三に，地域 1 と地域 4 は県庁所在地が
多くを占めるが，地域 1 は札幌，仙台，福岡など小
売や卸売を特徴産業とした商都であるのに対し，地
域 4 は公務や建設の割合が高い「行政都」であると
言える。第四に，地域 2 ，3 ，5 は山間部や沿海部・
離島に位置して農林水産や複合サービス（郵便局，
協同組合など）を特徴産業とする。

次に，地域分類毎の人口・労働力の増減に関して
要約すると以下のようになる。第一に，図 5 が示す
とおり，2010年と2015年の国勢調査に基づく人口に
関しては，地域 8 以外の地域では減少しており，特
に地域 2 ，3 ，5 の人口減少が著しい。地域 2 ，3 ，
5 では大半の圏域で人口の純転入（転入数－転出
数）がマイナスになっている。それに対して地域 8
と地域 7 ではほぼ全圏域で純転入はプラスであり，
地域 1 ， 4 ， 6 でも半数前後の圏域で純転入はプラ
スである。第二に，図表では掲載していないものの，
2012年と2017年の就業構造基本調査に基づく産業別
有業者数の合計は，地域 8 では各圏域で 5 %前後増
加している。地域 1 ， 3 ， 4 ， 6 ， 7 でも半数ない
しそれ以上の圏域で増加している。ただし，増加率

の平均値は 1 %以下であり，地域 8 と比べると低
い。それに対して，地域 5 では 7 割以上の圏域で減
少しており，地域 2 でも 6 割の圏域で減少してい
る。第三に，産業別有業者数の増加率は，どの地域
でも医療,福祉が最上位にあり，学術研究,専門・技
術サービスも多くの地域で上位にある。それら以外
の増加率が高い産業は，地域 8 では情報通信，地域
7 では小売，地域 6 では製造，地域 1 ， 2 ， 4 ， 5
では公務，地域 3 では運輸,郵便が特徴的である。

以上によると，有業者の産業構成比でみた各圏域
の産業構造は，地理的特性の影響を強く受けてお
り，またそれによって圏域内の人口・労働力の増減
も影響されている。そこで，日本経済を上記の意味
での産業構成に応じて大別すると，次の 5 つの地域
経済に分類される。①首都圏・阪神地域の情報通信
業を特徴とする経済（地域 8 ，地域 7 の一部），②
北関東から甲信，東海，北陸を経て瀬戸内海西部に
至る製造業を特徴とする経済（地域 6 ，地域 7 の一
部），③札幌，仙台，福岡など地方の商都を中心と
した経済（地域 1 ），④県庁所在地を中心とした③
よりひと回り小さい経済（地域 4 ），⑤山間や沿海
部・離島に位置して農林水産業を特徴とする経済

（地域 2 ， 3 ， 5 ）。
ところで，圏域毎の付加価値や産出額を表章する

統計は存在しない。そこで近藤（2021）では，前掲
の就業構造基本調査を用いてMoretti（2010）にな
らった経済基盤モデルに基づく雇用の地域乗数を求
めている。近藤（2021）では，従来典型的な基盤産
業とされる製造業に加えて，近藤（2020c）の分析
結果に基づき情報通信と学術研究,専門・技術サー
ビスも基盤産業として採用する。製造業に関して

図 5 　人口増減率（2015年/2010年）と純転入割合（2015年の純転入数/人口）

〔出所〕近藤（2020c）
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は，2012年当時の移輸出の状況に照らして典型的な
基盤産業と言える輸送用機械器具製造業に代表され
る機械工業とそれ以外とを区別している。また，労
働者の地域間移動は15～34歳が多いことに鑑みて年
齢層を当該年齢層とそれ以外に分割している。

近藤（2021）の結果を 4 点に要約すると，次のと
おりである。第一に，有業者全体（全年齢）で見る
と，情報通信業と学術研究,専門・技術サービス業
には非基盤産業の雇用を創出する効果が認められ
る。第二に，機械工業には35歳以上の雇用に非基盤
産業の両年齢層への雇用創出効果が認められる。第
三に，機械工業を除く製造業には各年齢層で非基盤
産業の雇用を減少させる可能性が示される。第四
に，15～34歳の各雇用には同年齢層の非基盤産業の
雇用を減少させる傾向がある。

本項の最後に，2012年から2017年にかけての産業
別就業者数の増減率に関して，全国市部・市部以外
全国，首都圏（東京，神奈川，千葉，埼玉）・首都
圏以外全国，札幌市・札幌市以外北海道の 3 つの対
比を図 6 で確認する。なお，2012年から2017年にか
けては，日本経済の回復期にあたる。

図 6 が示す特徴は，次のとおりである。第一に，
就業者数の総数は，首都圏（＋5.6%，＋1,064,600人），
全国市部（＋3.0%，＋1,784,500人），札幌市（＋2.7%，
＋24,900人）に対して，首都圏以外全国（＋1.6%，
＋727,700人），市部以外全国（＋0.1%，＋7,800人），
札幌市以外北海道（－2.4%，－40,300人）であり，
両グループ間の差は大きい。第二に，産業別の内訳
をみると，首都圏，首都圏以外全国ともに，農・林・
漁（首都圏－13,400人，首都圏以外全国－249,800人。
以下同じ）と製造（－227,300人，－70,700人）は減
少している。その一方で，両地域ともに医療・福祉

（＋352,800人，＋687,100人），情報通信（＋272,900
人，＋81,000人），サービス（他に分類されないもの）

（＋221,200人，＋172,400人），学術研究,専門・技術
サービス（＋111,200人，＋139,600人），教育・学習
支援（＋86,400人，＋119,900人）は増加している。
しかし，建設（＋31,000人，－42,900人），卸売・小
売（＋161,900人，－64,400），運輸・郵便（＋74,200
人，－88,100人），生活関連サービス・娯楽（＋
15,100人，－29,200人）ではプラスとマイナスが分
かれている。これらの特徴は，全国市部・市部以外

図 6 　産業別就業者数の増減率（2017年/2012年）

全国市部・首都圏・札幌市 市部以外全国・首都圏以外全国・札幌市以外北海道

〔データ出所〕総務省「就業構造基本調査」（都道府県編平成29年01200表，平成24年01200表）を用いて作成。
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全国および札幌市・札幌市以外北海道の対比にも概
ね当てはまる。

以上によると，首都圏では第 1 ， 2 次産業の就業
者数の減少を医療・福祉，情報通信，サービス（他
に分類されないもの），学術研究,専門・技術サービ
スなどの増加で十分に補えている。それに対して首
都圏以外では，景気回復期にもかかわらず，第 1 ，
2 次産業だけでなく卸売・小売，運輸・郵便，生活
関連サービス・娯楽が減少しているため，医療・福
祉の大きな就業者増などによってかろうじてカバー
できている状況である。この状況は，首都圏以外で
特に第 1 ， 2 次産業が失われていく地域では，それ
らに替わる基盤産業を確保できないまま非基盤産業
をも衰退させて，経済と人口が縮小していく1990年
代以降現在に至るまでの構造を映していると言えよ
う。

3 �．1990年代の脱工業化・サービス経済化による
地域連関への影響
前項で見た首都圏の発展と首都圏以外の地域との

間の格差拡大は，イギリスでも顕著に見られる。そ
してMcCann（2016, ch.5）によると，ロンドンとそ
の隣接地域（特に南部と東部）への一極集中は1990
年代に急速に進んだ国際化による当然の帰結であり
ロンドン発展の恩恵は他地域にも波及すると主張す
る政治家をはじめとした論者は多いものの，データ
分析によると現実にはロンドンから他地域への経済
波及は生じていないという。日本の場合も，「東京
の景気は全国の景気の先行指標」とかつて言われた
ほどではなくなっている感もある。このことに関し
て近藤（2020a）は，経済産業省の地域間産業連関
表（平成 7 年表，平成17年表）を用いた産業連関分

析をおこなっている。ただし，同産業連関表には接
続表がないため，近藤（2020a）では両表をそのま
ま用いた分析をおこなっている。これは，独自に接
続表を作成するには地域別・部門別のインフレータ
が必要になるが，地域分類や産業分類が同産業連関
表と整合する地域別・部門別インフレータの作成は
困難であることによる 5 ）。しかし本項では補完的分
析として，分析結果が近藤（2020a）の分析結果と
定性的に一致していることを確認したうえで，総務
省の接続産業連関表の部門別インフレータを用いて
一応の実質化を図った分析結果を掲載している。

さて表 4 は，各地域の地域内最終需要（縦方向）
の変化に対して各地域の生産額（産出額，⊿X）が
どのように変化したかを整理している。注目される
のは次の 3 点である。第一に，1995年から2005年に
かけて最終需要を増やした地域は，関東（首都圏，
北関東，甲信越，静岡），中部（岐阜，愛知，三重，
富山，石川），中国，九州の順である。第二に，関
東は自地域に対して最終需要を大幅に増やしている
のに対して，東北と沖縄を除く地域に対しては減ら
しており，他地域への生産波及を減少させている。
第三に，自動車製造を中心とした製造業が維持され
た中部と中国からは，ほぼ全地域に対して最終需要
が増えて生産波及も増加している。

一方，表には掲載していないものの，中間投入の
構造変化による生産額への影響は，全地域でプラス
になっている。そして，この全体の増加分に占める
割合は，関東43.9%，近畿16.1%，中部13.6%，中国
8.2%，九州6.8%，東北5.1%，北海道3.3%，四国2.6%，
沖縄0.5%である。このことに関して産業連関表で各
地域×各産業の投入係数の変化を見ると，投入係数
の差分（2005年－1995年）の最上位から関東の情報

〔データ出所〕 経済産業省「地域間産業連関表」（平成 7 年表，平成17年表）を38部門に統合し総務省「平成 7 -12-17年接続産業連関
表　部門別インフレータ表」で実質化したうえで作成。

表 4 　各地域の地域内最終需要の変化による各地域の地域内生産額（産出額）の変化
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サービス・その他情報（＋0.0280），関東の広告・
物品賃貸・その他対事業所（＋0.0080），関東の鉱
業・石炭・原油・天然ガス（＋0.0068），中部の乗
用車・その他自動車・自動車部品（＋0.0057），関
東の石油・石炭製品（＋0.0040）となっており，関
東の情報通信をはじめとする各産業が他地域からの
中間需要の吸収力を高めていることを示している。

以上によると，イギリスに関してMcCann（2016）
が述べるのと同様に，日本でも首都圏から他地域へ
の経済波及は弱くなっている。現代の筆頭基盤産業
である情報通信業の首都圏集中と首都圏経済の拡大
に加えて，全国規模でサプライチェーンが形成され
る製造業と比べて第 3 次産業では双方向の地域連関
が弱いためであると考えられる。

Ⅳ．おわりに

日本経済は1990年代以降停滞を続けている。とり
わけ地方経済が年々疲弊していくなか，首都圏への
人口と経済の集中が進んでいる。これがどのような
構造で生じているかについて，筆者は1990年代に加
速した脱工業化・サービス経済化の観点からの分析
に取り組んできた。本稿はその成果を新しい資料に
基づく分析で補完しつつ考察を整理し総合する。

第Ⅱ節は，次のように要約される。第一に，1997
年から2018年にかけて，労働時間の産業構成比は労
働生産性の高い製造業で低下し労働生産性の低い健
康・福祉で急上昇した。しかし製造業より労働生産
性の高い情報通信なども上昇したため，全体的に見
ると労働時間の産業構成比はGDPを増やす方向に
変化した。第二に，1990年代に民間・政府の消費，
投資と中間投入の構造のどれもが「モノからサービ
スへ」とゼロ・サム的に移行し始め，脱工業化・サー
ビス経済化が本格化した。この結果，機械・設備，
工場，事務所などの物的資本に投資する必要性が低
下して資本形成は減速した。第三に，1990年代後半
からの全般的な財価格の低下と，情報通信や労働者
派遣などの対事業所サービスを中間投入としてより
多用する特徴を伴う中間投入の構造変化が，雇用者
所得率を低下させ，ひいては雇用者所得を減少させ
た。また，この傾向は2000年代に強まった。

第Ⅲ節は，次のように要約される。第一に，北関
東から東海，北陸を経て瀬戸内海西部に至る製造業
地域以外では製造業の就業者数が大きく減少してい
るが，首都圏では第 1 ， 2 次産業の就業者数の減少

を情報通信業，学術研究,専門・技術サービス業な
どの就業者数の増加で十分に補う。しかし首都圏以
外では第 1 ， 2 次産業に替わる基盤産業を確保でき
ず，卸売・小売，運輸・郵便，生活関連サービス・
娯楽などの非基盤産業をも衰退させて，就業者数が
減少し人口も流出している。第二に，首都圏は情報
通信業を基盤産業として経済規模を一段と拡大させ
た半面，首都圏から他地域への経済波及は弱くなっ
ている。この主な要因は，脱工業化・サービス経済
化と首都圏経済の拡大を背景に首都圏から他地域へ
の最終需要が減少したことと，全国規模でサプライ
チェーンが形成される製造業と比べて第 3 次産業で
は双方向の地域連関が弱いことにあると考えられる。

以上のようにして，1990年代に本格化した脱工業
化・サービス経済化は，その後の日本経済の停滞と
地方経済の疲弊および首都圏の拡大が生じる構造の
形成に小さくない役割を果たした。以下ではこの問
題に関して本稿の分析に関連した政策提言を述べる。

第一に，製造業は依然として重要産業として位置
付けられる。第Ⅱ節で見たとおり，製造業は設備投
資の要でありかつ研究・開発の中心産業である 6 ）。
日本と同様に製造業がなお強いドイツ経済に関して
分析したFranke and Kalmbach（2005）も，事業
所向けサービス業も結局は強い製造業に支えられて
いると述べる。また，第Ⅲ節で見たとおり製造業の
地域間・産業間連関は強い。McCann（2016）は地
域経済の発展のためには首都と他地域間の連関の強
化が重要であると述べるが，この点でも製造業の長
所が活かせる。Acemoglu and Restrepo（2019）が
分析するように自働化の進んだ製造業の雇用創出力
はかつてほど強くない。それでもなお製造業には以
上の特長がある。

第二に，第Ⅱ節と第Ⅲ節で見たとおり情報通信は
労働生産性が高く雇用創出力も高い現代の筆頭基盤
産業である。現状では首都圏や阪神地域の一部に集
中しているが，この数年でリモートワークが浸透し
地方分散も現実的になっている。技術者同士また技
術者と地元の企業や人々が気軽に交流できる機会や
拠点の拡充が望まれる。

第三に，製造，情報通信以外の基盤産業候補には
観光，高等教育，金融が挙げられる。このうち観光
は，特に有望な地域産業として長らく振興対象に
なっている。実際に沿海部・離島（地域 3 ）にも人
口を増加させている圏域がいくつもあり，引き続き
期待される。
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第四に，地域と日本全体にとって地方分権化も検
討に値する。McCann（2016）はイギリスでは地方
自治体に対するトップダウン・システムが地域の成
長を阻害しておりボトムアップ型に改革すべきであ
ると述べる。日本では地方公務員の人気も高く表 1
が示唆するとおり公務員の質は各国と比べて高い。
第Ⅲ節で見たとおり地域の中で地方自治体は重要な

「産業」であり，その人材が機能すれば周囲に好波
及し更なる人材が集まりうる。地方の高等教育機関
との連携のあり方も含めたシステム改革の検討が望
まれる。

最後に，今後さらに拡大する健康・福祉分野の生
産性は表 1 でも見たとおり非常に低く，生産性の改
善が強く望まれる。例えば介護分野では介護者の負
担軽減とともに被介護者の実際の機能改善が必要で
あり，パワースーツ，見守りカメラなどの資本装備
の支援に加えて，介護士への技術研修や交流機会の
拡大，家庭での介護者への介護技術の普及も含めた
人的資本の蓄積支援が望まれる。

注
1 ）ただし同図に関して吉川（2020, 206-207頁）では，

産業構造変化がシュンペーター的な経済発展過程と同
一視されており，産業構造変化の大きい時期ほど経済
成長率が高いとの文脈で，産業構造変化が大きかった
にもかかわらず経済成長率がそれ以前の時期と比べて
大きく低下した「バブル崩壊後の「失われた10年」

（1990-99/98）」は「例外的な時期」であると言及され
ている。それに対して本稿は同図をありのまま見て，
1955年～1970年の工業化が進んだ時期には経済成長率
は高かったが1990年代の脱工業化が進んだ時期には経
済成長率が低下した可能性を検討する。

2 ）この「カルドアの成長法則」は，注 3 ）で言及する
「カルドアの（定型化された）事実（Kaldor's（stylized）
facts）」とは別の仮説である。

3 ）その後，Kongsamut et al.（2001），Ngai and Pissarides
（2007），Acemoglu（2009, ch.20）などが続いた。た
だしこれらの主目的はクズネッツの事実（Kuznets 
facts）が示す各産業の非均斉的な経済成長過程とカル
ドアの（定型化された）事実（Kaldor's（stylized）
facts）が示すマクロの均斉成長が両立しうることを動
学マクロモデルで示そうとすることにあるようであ
る。

4 ）JIP 2014データベースの産業連関表と投資マトリッ
クスの産業分類は108部門であるため，これをSNAの
経済活動別分類・大分類に準じたうえで14部門に集約
して用いている。詳しくは近藤（2017）を参照のこと。

5 ）「一物一価」は，工業品などの財に関しては比較的

成立しやすいと考えられるものの，輸送が困難なサー
ビスの場合は成立しにくいと考えられる。

6 ）Nickell et al（2008）も「製造業のGDP比の低下が
比較的小さいドイツと日本では，TFP成長はプラスの
効果を持っている」と述べる。
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